
【表紙】

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成２２年５月６日

【発行者名】 ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役　ダニエル・クライン

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
グラントウキョウ　ノースタワー

【事務連絡者氏名】 長谷　俊一

【電話番号】 03-6377-2871

【届出の対象とした募集（売出）内
国投資信託受益証券に係るファン
ドの名称】

ＢＮＰパリバ欧州バランス・ファンド

【届出の対象とした募集（売出）内
国投資信託受益証券の金額】

継続募集期間（平成21年10月30日から平成22年10月29日まで）
5,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当ありません。
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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

半期報告書の提出に伴い、平成21年10月29日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」と

いいます。）の関係情報を新たな情報に更新するため、また、原届出書の一部に訂正すべき事項がありま

すので、本訂正届出書を提出するものです。

Ⅱ【訂正の内容】

下線部　　　は訂正部分を示します。
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第一部【証券情報】

（４）【発行（売出）価格】

＜訂正前＞

（略）

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時

（半休日の場合は正午まで）

＜訂正後＞

（略）

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時

（８）【申込取扱場所】

＜訂正前＞

（略）

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時

（半休日の場合は正午まで）

＜訂正後＞

（略）

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

④ ファンドの特色

＜訂正前＞

（略）

● 実質的な組入公社債は、原則として欧州の国債、政府機関債、事業債、証券化商品（ＡＢＳ、ＭＢ
Ｓ等）等です。

実質的な組入公社債の発行体の信用格付は、原則として取得時に海外信用格付が「Ａ」格以上
（Ｓ＆Ｐ社によりＡ－／ムーディーズ社によりＡ３）の長期信用格付を有するか、Ｓ＆Ｐ社に
よる「Ａ１」以上もしくはムーディーズ社による「Ｐ１」以上の短期信用格付を有するか、ま
たは指定投資信託証券の運用会社が同等と判断する信用水準を有するものとします。

《実質的な組入公社債の主要投資対象国》（平成21年９月末現在）

ユーロ参加国
ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オーストリア、ベルギー、フィン
ランド、アイルランド、ルクセンブルグ、オランダ、ポルトガル、ギリ
シャ、スロヴェニア、マルタ、キプロス、スロバキア

非ユーロ参加国 イギリス、スウェーデン、デンマーク

* 上記以外の国の公社債に投資を行う場合があります。

* 経済情勢の変化等により、上記主要投資対象国は見直される場合があります。

＜指定投資信託証券の概要＞（平成21年９月末現在）

（略）

パーベストは、ルクセンブルグ籍のアンブレラ・ファンド（会社型投資証券）で、当ファンド
が投資対象とするパーベスト・グローバルブランドファンド、パーベスト・中期債券ユーロ
ファンド、パーベスト・短期（ユーロ）ファンドを含む複数のサブ・ファンドにより構成され
ています。サブ・ファンドには、取得・管理形態により最大７つのクラスシェアが置かれてお
り、当ファンドはＭクラスシェアへの申込みを行います。（平成21年９月末現在）

（以下略）

＜訂正後＞

（略）

● 実質的な組入公社債は、原則として欧州の国債、政府機関債、事業債、証券化商品（ＡＢＳ、ＭＢ
Ｓ等）等です。

実質的な組入公社債の発行体の信用格付は、原則として取得時に海外信用格付が「Ａ」格以上
（Ｓ＆Ｐ社によりＡ－／ムーディーズ社によりＡ３）の長期信用格付を有するか、Ｓ＆Ｐ社に
よる「Ａ１」以上もしくはムーディーズ社による「Ｐ１」以上の短期信用格付を有するか、ま
たは指定投資信託証券の運用会社が同等と判断する信用水準を有するものとします。

《実質的な組入公社債の主要投資対象国》（平成22年３月末現在）

ユーロ参加国
ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オーストリア、ベルギー、フィン
ランド、アイルランド、ルクセンブルグ、オランダ、ポルトガル、ギリ
シャ、スロヴェニア、マルタ、キプロス、スロバキア

非ユーロ参加国 イギリス、スウェーデン、デンマーク

* 上記以外の国の公社債に投資を行う場合があります。

* 経済情勢の変化等により、上記主要投資対象国は見直される場合があります。

＜指定投資信託証券の概要＞（平成22年３月末現在）

（略）
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パーベストは、ルクセンブルグ籍のアンブレラ・ファンド（会社型投資証券）で、当ファンド
が投資対象とするパーベスト・グローバルブランドファンド、パーベスト・中期債券ユーロ
ファンド、パーベスト・短期（ユーロ）ファンドを含む複数のサブ・ファンドにより構成され
ています。サブ・ファンドには、取得・管理形態により最大７つのクラスシェアが置かれてお
り、当ファンドはＭクラスシェアへの申込みを行います。（平成22年３月末現在）

（以下略）

（２）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

（略）

c. 委託会社の概況（平成21年９月末現在）

① 資本金　９億円

（以下略）

＜訂正後＞

（略）

c. 委託会社の概況（平成22年３月末現在）

① 資本金　４億5,000万円

（以下略）

２【投資方針】

（１）【投資方針】

b. 投資態度

＜訂正前＞

（略）

③ 投資信託証券への投資にあたっては、委託会社が指定する投資信託証券（以下「指定投資信託証

券」といいます。）の中から、分散投資を行うことを基本とします。

（指定投資信託証券）（平成21年９月末現在）

（以下略）

‘

＜訂正後＞

（略）

③ 投資信託証券への投資にあたっては、委託会社が指定する投資信託証券（以下「指定投資信託証

券」といいます。）の中から、分散投資を行うことを基本とします。

（指定投資信託証券）（平成22年３月末現在）

（以下略）

　（３）【運用体制】

＜訂正前＞
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（略）

※運用体制等は平成21年９月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

委託会社の運用体制

（略）

（略）
（平成21年９月末現在）

(※) ビー・エヌ・ピー・パリバ グループの概要（平成21年９月末現在）

ビー・エヌ・ピー・パリバは、平成12年５月に、パリ国立銀行とパリバ銀行の合併によりフランス大
手の総合金融グループとして誕生しました。ビー・エヌ・ピー・パリバ グループは世界各国に拠点
を有し、コーポレートバンキング・投資銀行業務、投資顧問業務、ならびにリテール銀行業務という
３つの重要な業務分野において、その実績と経験を基に、グローバルに金融サービスを提供していま
す。中核銀行であるビー・エヌ・ピー・パリバの格付けは、Ｓ＆ＰではＡＡ格、ムーディーズではＡ
ａ１格となっております。

（略）

（以下略）

＜訂正後＞

（略）

※運用体制等は平成22年３月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

委託会社の運用体制

（略）

（略）
（平成22年３月末現在）

(※) ビー・エヌ・ピー・パリバ グループの概要（平成22年３月末現在）

ビー・エヌ・ピー・パリバは、平成12年５月に、パリ国立銀行とパリバ銀行の合併によりフランス大
手の総合金融グループとして誕生しました。ビー・エヌ・ピー・パリバ グループは世界各国に拠点
を有し、コーポレートバンキング・投資銀行業務、投資顧問業務、ならびにリテール銀行業務という
３つの重要な業務分野において、その実績と経験を基に、グローバルに金融サービスを提供していま
す。中核銀行であるビー・エヌ・ピー・パリバの格付けは、Ｓ＆ＰではＡＡ格、ムーディーズではＡ
ａ２格となっております。

（略）

（以下略）

３【投資リスク】

b．リスクの管理体制

＜訂正前＞

当ファンドは、ファンド・オブ・ファンズ形式を採用していますが、運用部門では、組入ファンドが各
種市場環境に照らして整合性のある値動きを示しているかどうか、各ファンドが適切なリスクテーク
をしているかどうか等のモニタリングを行います。また、各ファンドが適切な割合で投資されているか
どうかもチェックします。フロント・オフィスとバック・オフィスが分離されているのに加えて、コン
プライアンス専担者も配置されており、十分なリスク管理体制が敷かれています。（平成21年９月末現
在）

＜訂正後＞
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当ファンドは、ファンド・オブ・ファンズ形式を採用していますが、運用部門では、組入ファンドが各
種市場環境に照らして整合性のある値動きを示しているかどうか、各ファンドが適切なリスクテーク
をしているかどうか等のモニタリングを行います。また、各ファンドが適切な割合で投資されているか
どうかもチェックします。フロント・オフィスとバック・オフィスが分離されているのに加えて、コン
プライアンス専担者も配置されており、十分なリスク管理体制が敷かれています。（平成22年３月末現
在）

　４【手数料等及び税金】

　（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなり

ます（平成21年９月末現在）。詳しくは、販売会社にお問合せ下さい。

なお、今後、税法が改正された場合は、以下の内容が変更になることがあります。

● 個人の受益者に対する課税

収益分配金について

平成23年12月31日まで 平成24年１月１日以降

収益分配金（普通分配金）に対し、源泉徴収税率
の特例措置として、軽減税率10％（所得税７％、
地方税３％）が源泉徴収されます。

収益分配金（普通分配金）に対して、20％（所得
税15％、地方税５％）が源泉徴収されます。

＊ 源泉徴収により申告不要制度が適用されますが、確定申告を行い総合課税または申告分離課税を選択することもできます。申告分

離課税を選択した場合、上場株式等の譲渡損との損益通算を行うことができます。

＊ 平成22年１月１日以後は、源泉徴収選択口座（特定口座）をご利用の場合、その口座内において損益通算を行うことができます

（確定申告不要）。

一部解約金、償還金について

平成23年12月31日まで 平成24年１月１日以降

解約価額または償還価額から取得に要した金額
（申込手数料および申込手数料にかかる消費税
等相当額を含みます。）を控除した差益（譲渡
益）に、譲渡所得に対する税率の特例措置とし
て、軽減税率10％（所得税７％、地方税３％）の
申告分離課税が適用されます。

解約価額または償還価額から取得に要した金額
（申込手数料および申込手数料にかかる消費税
等相当額を含みます。）を控除した差益（譲渡
益）に、20％（所得税15％、地方税５％）の申告
分離課税が適用されます。

＊ 平成21年１月１日以後の一部解約金および償還金については、上場株式等の譲渡所得等の収入金額とみなされ、上場株式等の譲渡

所得等の損失が生じた場合には、配当所得と損益通算を行うことができます。

＊ 平成22年１月１日以後は、源泉徴収選択口座（特定口座）をご利用の場合、その口座内において損益通算を行うことができます

（確定申告不要）。

●法人の受益者に対する課税

収益分配金について

平成23年12月31日まで 平成24年１月１日以降

収益分配金（普通分配金）に対し、軽減税率７％
（所得税)が源泉徴収されます。

収益分配金（普通分配金）に対して、15％（所得
税)が源泉徴収されます。

一部解約金、償還金について

平成23年12月31日まで 平成24年１月１日以降

解約価額または償還価額の個別元本超過額に対
し、軽減税率７％（所得税)が源泉徴収されます。

解約価額または償還価額の個別元本超過額に対
して、15％（所得税)が源泉徴収されます。

＊ 益金不算入制度は、当ファンドには適用されません。
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（以下略）

＜訂正後＞

日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなり

ます（平成22年３月末現在）。詳しくは、販売会社にお問合せ下さい。

なお、今後、税法が改正された場合は、以下の内容が変更になることがあります。

● 個人の受益者に対する課税

収益分配金について

平成23年12月31日まで 平成24年１月１日以降

収益分配金（普通分配金）に対し、源泉徴収税率
の特例措置として、軽減税率10％（所得税７％、
地方税３％）が源泉徴収されます。

収益分配金（普通分配金）に対して、20％（所得
税15％、地方税５％）が源泉徴収されます。

＊ 源泉徴収により申告不要制度が適用されますが、確定申告を行い総合課税または申告分離課税を選択することもできます。申告分

離課税を選択した場合、上場株式等の譲渡損との損益通算を行うことができます。

＊ 源泉徴収選択口座（特定口座）をご利用の場合、その口座内において配当等の額から上場株式等の譲渡損失の金額を控除した金

額に対して所得税、地方税の額が計算されます（確定申告不要）。

一部解約金、償還金について

平成23年12月31日まで 平成24年１月１日以降

解約価額または償還価額から取得に要した金額
（申込手数料および申込手数料にかかる消費税
等相当額を含みます。）を控除した差益（譲渡
益）に、譲渡所得に対する税率の特例措置とし
て、軽減税率10％（所得税７％、地方税３％）の
申告分離課税が適用されます。

解約価額または償還価額から取得に要した金額
（申込手数料および申込手数料にかかる消費税
等相当額を含みます。）を控除した差益（譲渡
益）に、20％（所得税15％、地方税５％）の申告
分離課税が適用されます。

＊ 一部解約金および償還金については、上場株式等の譲渡所得等の収入金額とみなされ、上場株式等の譲渡所得等の損失が生じた

場合には、上場株式等に係る配当所得（申告分離課税を選択した収益分配金、配当金に限ります。）と損益通算を行うことができ

ます。

＊ 源泉徴収選択口座（特定口座）をご利用の場合、その口座内において配当等の額から上場株式等の譲渡損失の金額を控除した金

額に対して所得税、地方税の額が計算されます（確定申告不要）。

●法人の受益者に対する課税

収益分配金について

平成23年12月31日まで 平成24年１月１日以降

収益分配金（普通分配金）に対し、軽減税率７％
（所得税)が源泉徴収されます。

収益分配金（普通分配金）に対して、15％（所得
税)が源泉徴収されます。

一部解約金、償還金について

平成23年12月31日まで 平成24年１月１日以降

解約価額または償還価額の個別元本超過額に対
し、軽減税率７％（所得税)が源泉徴収されます。

解約価額または償還価額の個別元本超過額に対
して、15％（所得税)が源泉徴収されます。

◆ 源泉徴収された所得税は、所有期間に応じて法人税額から控除される場合があります。

◆ 益金不算入制度は、当ファンドには適用されません。

（以下略）
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５【運用状況】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第１ ファンドの状況　５ 運用状況」につきまして、以下の内容に
更新・訂正します。

＜更新・訂正後＞

（１）【投資状況】（平成22年３月末現在）

＊投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（２）【投資資産】（平成22年３月末現在）

①【投資有価証券の主要銘柄】

＜主要銘柄の明細＞

＊投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率をいいます。

＜種類別及び業種別投資比率＞

＊投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該種類及び業種の評価金額の比率をいいます。

（参考情報）

当ファンドが投資している指定投資信託証券の投資資産は、以下の通りです。（平成22年２月末現
在）

PARVEST GLOBAL BRANDS（パーベスト・グローバルブランドファンド）

＊投資比率は、ファンドの資産合計に対する主要投資銘柄の評価金額の比率です。

PARVEST EURO MEDIUM TERM BOND（パーベスト・中期債券ユーロファンド）
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＊投資比率は、ファンドの資産合計に対する加重修正デュレーションの比率です。

PARVEST SHORT TERM (EURO)　（パーベスト・短期（ユーロ）ファンド）

＊投資比率は、ファンドの資産合計に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

② 投資不動産物件

該当事項はありません。

③ その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

ファンドの各計算期間末日および平成22年３月末前１年以内における各月末の純資産の推移は以下

のとおりです。
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＊基準価額は１万口当たり

②【分配の推移】

＊分配金は１万口当たり
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③【収益率の推移】

＊各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期末の基準価額（分配落の額。以

下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に100を乗じた数です。ただし、第１期につ

いては、前期末基準価額の代わりに、設定時の基準価額（10,000円）を用いております。

６【手続等の概要】

＜訂正前＞

(1) 申込（販売）手続等

（略）

買付の申込受付
お申込みの受付けは、原則として毎営業日の午後３時（半休日の場合は午前11時）
までとします。なお、午後３時を過ぎてのお申込みは翌営業日の取扱いとさせてい
ただきます。

（略）

（略）

(2) 換金（解約）手続等

（略）

換金の申込受付

お申込みの受付けは、原則として毎営業日の午後３時（半休日の場合は午前11時）
までとします。なお、午後３時を過ぎてのお申込みは翌営業日の取扱いとさせてい
ただきます。
ただし、フランスまたはルクセンブルグの銀行休業日と同一日の場合には、お申込
みの受付けは行いません。

（略）

（以下略）

＜訂正後＞

(1) 申込（販売）手続等

（略）

買付の申込受付
お申込みの受付けは、原則として毎営業日の午後３時までとします。なお、午後３時
を過ぎてのお申込みは翌営業日の取扱いとさせていただきます。

（略）

（略）
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(2) 換金（解約）手続等

（略）

換金の申込受付

お申込みの受付けは、原則として毎営業日の午後３時までとします。なお、午後３時
を過ぎてのお申込みは翌営業日の取扱いとさせていただきます。
ただし、フランスまたはルクセンブルグの銀行休業日と同一日の場合には、お申込
みの受付けは行いません。

（略）

（以下略）

７【管理及び運営の概要】

(1) 資産の評価

＜訂正前＞

（略）

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時

（半休日の場合は正午まで）

＜訂正後＞

（略）

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時
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第２【財務ハイライト情報】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第２ 財務ハイライト情報」につきまして、該当部分を以下のように

訂正・更新するとともに、末尾に「中間財務諸表」を追加します。

＜訂正・更新後＞

以下の事項は、有価証券届出書に記載される当ファンドの経理状況の財務諸表および中間財務諸表を抜

粋したものです。

当ファンドの財務諸表および中間財務諸表は、あらた監査法人による監査を受けております。その監査報

告書は当ファンドの経理状況の財務諸表に、中間監査報告書は当ファンドの経理状況の中間財務諸表に

添付されています。

＜中間財務諸表＞

１ 中間貸借対照表

２ 中間損益及び剰余金計算書

EDINET提出書類

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社(E12431)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

14/41



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
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第三部【ファンドの詳細情報】

第２【手続等】

＜訂正前＞

１【申込（販売）手続等】

（略）

② お申込みの受付けは、原則として毎営業日の午後３時（半休日の場合は午前11時）までとします。
なお、午後３時を過ぎてのお申込みは翌営業日の取扱いとさせていただきます。

（略）

２【換金（解約）手続等】

（略）

② 換金のお申込みの受付けは、原則として毎営業日の午後３時（半休日の場合は午前11時）までとし
ます。なお、午後３時を過ぎての換金のお申込みは翌営業日の取扱いとさせていただきます。

（略）

⑤ 解約価額は、換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。なお、解約価額についてのお問合わせ
は、販売会社または委託会社までご連絡下さい。

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時

（半休日の場合は正午まで）

（以下略）

＜訂正後＞

１【申込（販売）手続等】

（略）

② お申込みの受付けは、原則として毎営業日の午後３時までとします。なお、午後３時を過ぎてのお申
込みは翌営業日の取扱いとさせていただきます。

（略）

２【換金（解約）手続等】

（略）

② 換金のお申込みの受付けは、原則として毎営業日の午後３時までとします。なお、午後３時を過ぎて
の換金のお申込みは翌営業日の取扱いとさせていただきます。

（略）

⑤ 解約価額は、換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。なお、解約価額についてのお問合わせ
は、販売会社または委託会社までご連絡下さい。

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時

（以下略）

第３【管理及び運営】

１【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

＜訂正前＞
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（略）

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時

（半休日の場合は正午まで）

＜訂正後＞

（略）

《委託会社へのお問合わせ先》
ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント株式会社

電話番号：０１２０－９９６－２２２
受付時間：毎営業日 午前10時～午後５時
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第４【ファンドの経理状況】

原届出書の「第三部 ファンドの詳細情報　第４ ファンドの経理状況」につきまして、「１財務諸表」
の後に、以下の中間財務諸表を追加・更新します。

＜追加・更新後＞

中間財務諸表

1.当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52
年大蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の３及び第57条の２の規定により、前中間計算期間（平成
20年8月7日から平成21年2月6日まで）については、改正前の「投資信託財産の計算に関する規則」
（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しており、当中間計算期間（平成21年8月7日から平成
22年2月6日まで）については、改正後の「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第
133号）に基づいて作成しております。ただし、当中間計算期間については、「投資信託及び投資法人
に関する法律施行規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年内閣府令第35号）の附則第16条第
２項本文を適用しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

2.当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前中間計算期間（平成20年8月7日か
ら平成21年2月6日まで）および当中間計算期間（平成21年8月7日から平成22年2月6日まで）の中間
財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けております。

                      ＢＮＰパリバ欧州バランス・ファンド

(1) 中間貸借対照表
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(2) 中間損益及び剰余金計算書
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(3) 中間注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
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（中間貸借対照表に関する注記）

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引に関する注記）

該当事項はありません。

（一口当たり情報に関する注記）

２【ファンドの現況】

原届出書の「第三部 ファンドの詳細情報　第４ ファンドの経理状況　２ ファンドの現況」につきまし
て、以下の内容に更新・訂正します。

＜更新・訂正後＞

EDINET提出書類

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社(E12431)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

22/41



【純資産額計算書】（平成22年３月末現在）

（参考情報）（平成22年２月末現在）

当ファンドが投資対象とする、指定投資信託証券のファンドの現況は以下の通りです。

PARVEST GLOBAL BRANDS（パーベスト・グローバルブランドファンド）

PARVEST EURO MEDIUM TERM BOND（パーベスト・中期債券ユーロファンド）

PARVEST SHORT TERM (EURO) （パーベスト・短期（ユーロ）ファンド）

第５【設定及び解約の実績】

原届出書の「第三部 ファンドの詳細情報　第５ 設定及び解約の実績」につきまして、以下の内容に更
新・訂正します。

＜更新・訂正後＞

当ファンドの各計算期間における設定および解約の実績は次の通りです。
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（注１）本邦以外における設定、解約はありません。

（注２）設定口数（口）には、当初募集期間中の販売口数を含みます。
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第四部【特別情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

a. 資本金の額（平成21年９月末現在）

資本金　　　　　　        ９億 円

発行株式総数　　　 　　 50,000 株

発行済株式総数　　　　　 9,000 株

株式　　　記名式・額面 100,000 円

平成12年５月10日に7,000万円の増資

平成12年12月26日に１億2,000万円の増資

平成13年９月26日に3,000万円の増資

平成13年11月30日に１億7,500万円の増資

平成14年９月27日に１億5,000万円の増資

平成17年３月30日に８億500万円の減資

平成17年３月30日に３億1,000万円の増資

平成21年６月30日に４億5,000万円の増資

　　（以下略）

＜訂正後＞

a. 資本金の額（平成22年３月末現在）

資本金　　　　　   ４億5,000万 円

発行株式総数　　　 　　 50,000 株

発行済株式総数　　　　　 9,000 株

株式　　　記名式・額面 100,000 円

平成12年５月10日に7,000万円の増資

平成12年12月26日に１億2,000万円の増資

平成13年９月26日に3,000万円の増資

平成13年11月30日に１億7,500万円の増資

平成14年９月27日に１億5,000万円の増資

平成17年３月30日に８億500万円の減資

平成17年３月30日に３億1,000万円の増資

平成21年６月30日に４億5,000万円の増資

平成22年２月５日に４億5,000万円の減資

　　（以下略）

２【事業の内容及び営業の概況】

原届出書の「第四部 特別情報　第１ 委託会社等の概況　２ 事業の内容及び営業の概況」につきまし

て、以下の内容に訂正・更新します。
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＜訂正・更新後＞

委託会社は、投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の

設定を行うとともに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っ

ています。また金融商品取引法に定める投資助言業務・代理業務及び第二種金融商品取引業務を行って

います。

平成22年３月末現在、委託会社が運用するファンドは56ファンド（追加型株式投資信託19本、単位型

株式投資信託７本、単位型公社債投資信託30本）であり、純資産総額の合計額は2,354億円です。ただし、

ファンド数、純資産総額の合計額ともに親投資信託を除きます。

３【委託会社等の経理状況】

原届出書の「第四部 特別情報　第１ 委託会社等の概況　３ 委託会社等の経理状況」につきまして、該当

部分を以下内容に更新・訂正するとともに、末尾に「中間財務諸表」を追加します。

＜更新・訂正後＞

1. 当社の財務諸表は、第10期事業年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）については、改正前

の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表

等規則」という。)並びに同規則第2条に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内

閣府令第52号）に基づいて作成しており、第11期事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日ま

で）については、改正前の財務諸表等規則並びに同規則第2条に基づき、「金融商品取引業等に関する

内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。また、当社の中間財務諸表は改

正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。)並びに同規則第38条及び第57条に基づき、「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

財務諸表の金額については、千円未満を四捨五入して記載しております。

2. 当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第10期事業年度（平成19年4月1日から平成

20年3月31日まで）及び第11期事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）の財務諸表につ

いて、あらた監査法人による監査を受けております。また、第12期中間会計期間（平成21年4月1日 から

平成21年9月30日まで）の中間財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、

あらた監査法人による中間監査を受けております。

中間財務諸表

（１）中間貸借対照表
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（２）中間損益計算書
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（３）中間株主資本等変動計算書
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

第12期中間会計期間

自 平成21年4月 1日

至 平成21年9月30日

1. 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定額法により償却しております。
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(2) 無形固定資産

定額法により償却しております。

なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内

における見込み利用可能期間（5年）による定額

法を採用しております。

3. 引当金の計上基準 (1)　賞与引当金

従業員への賞与支給に備えるため、支給見込み

額のうち当中間会計期間に負担すべき額を計上

しております。

(2)　役員賞与引当金

　役員への賞与支給に備えるため、支給見込み額

のうち当中間会計期間に負担すべき額を計上し

ております。

(3)　退職給付引当金

従業員への退職金支払に備えて、当社退職金規

定に基づく自己都合退職金の当中間会計期間末

要支給額を計上しております。

(4)　役員退職慰労引当金

役員への退職慰労金の支出に備えて、内規に基

づく当中間会計期間末要支給額を計上しており

ます。

4. その他中間財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

第12期中間会計期間末

（平成21年9月30日現在）

＊1　有形固定資産の減価償却累計額は次の通りです。

              建物           16,635千円

              器具備品        7,851千円

（中間損益計算書関係）

第12期中間会計期間

自 平成21年4月 1日

至 平成21年9月30日
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＊1　減価償却実施額

　　　　　　　　有形固定資産　5,062千円

　　　　　　　　無形固定資産　  293千円

(中間株主資本等変動計算書関係) 

第12期中間会計期間

自 平成21年4月 1日

至 平成21年9月30日

1.　発行済株式に関する事項　　　普通株式　9,000株

株式の種類
前事業年度末株式数

(株)

当中間会計期間

増加株式数(株)

当中間会計期間

減少株式数(株)

当中間会計期間末株

式数(株)

普通株式 4,500 4,500 - 9,000

2.　配当に関する事項　　　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

第12期中間会計期間

自 平成21年4月 1日

至 平成21年9月30日

1. ファイナンス・リース取引は重要性が低いため、注記を省略しております。

2. オペレーティング・リース取引（借主側）は次の通りであります。

　　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものにかかる

　　　未経過リース料

　　　　　1年内　　　　139,855千円

　　　　　1年超　　　　 11,655千円

　　　　　合　計　　　 151,510千円

（有価証券関係）

第12期中間会計期末

（平成21年9月30日現在）

１）時価のある有価証券

該当事項はありません。

２）時価評価されていない有価証券

その他有価証券    

非上場株式     6,000千円

（デリバティブ取引関係）
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第12期中間会計期間

（平成21年9月30日現在）

該当事項はありません。

(1株当たり情報)

第12期中間会計期間

自 平成21年4月 1日

至 平成21年9月30日

●　1株当たり純資産額　　　　　　　　    91,050円
●　1株当たり中間純損失　　　　　　      24,141円

　　　　1株当たりの中間純損失の算定上の基礎

　　　　　中間損益計算書上の中間純損失　　　　　　163,821千円

　　　　　普通株式に係る中間純損失　　　　　　　　163,821千円

　　　　　普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　－

　　　　　期中平均株式数　　　　　　　　　　普通株式　6,786株

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純損失金額については、希薄化効果を有し

ている潜在株式を発行していないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

第12期中間会計期間

自 平成21年4月 1日

至 平成21年9月30日
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（資本金の額の減少）

　当社は、平成21年12月18日開催の臨時株主総会において、資本金の額の減少を決議し

ました。

　(1)資本金の額の減少の目的

欠損填補を行うことにより繰越欠損を解消することで、当社の財務内容の健

全化を図り、今後の機動的かつ柔軟な資本政策の実施に備えるため資本金の額

を減少し、その他資本剰余金に振り替えるものです。

　(2)資本金の減少の方法　

　　　発行済株式総数の変更を行わず、資本金の額のみを減少する。

　(3)減少する資本金の額 

　　　450,000千円

　(4)減資の日程

　　　　　　取締役会決議日

　　　　　　　平成21年12月18日

　　　　　　臨時株主総会決議日

　　　　　　　平成21年12月18日

　　　　　　債権者異議申述公告日

　　　　　　　平成22年1月4日

　　　　　　債権者異議申述最終期日

　　　　　　　平成22年2月4日

　　　　　　効力発生日　　　　　　

　　　　　　　平成22年2月5日
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

(1) 受託会社

①名      称：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

②資本金の額：324,279百万円（平成21年３月末現在）

③事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営に関する法律に基

づき信託業務を営んでいます。

＜再信託受託会社の概要＞

・名      称：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

・資本金の額：10,000百万円（平成21年３月末現在）

・業務の概要：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営に関する法律

に基づき信託業務を営んでいます。

(2) 販売会社

①名      称
②資本金の額

（平成21年３月末現在）
③事業の内容

株式会社紀陽銀行 80,096百万円銀行法に基づき銀行業を営みます。

(3) 投資顧問会社

①名      称：ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント エス・エイ・エス

②資本の額  ：平成20年12月末現在、62百万ユーロ

③事業の内容：フランス籍の会社であり、内外の有価証券等に係る投資顧問業務及びその業務に付帯

する一切の業務を営んでいます。

＜訂正後＞

(1) 受託会社

①名      称：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

②資本金の額：324,279百万円（平成21年９月末現在）

③事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営に関する法律に基

づき信託業務を営んでいます。

＜再信託受託会社の概要＞

・名      称：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

・資本金の額：10,000百万円（平成21年９月末現在）

・業務の概要：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営に関する法律

に基づき信託業務を営んでいます。

(2) 販売会社

①名      称
②資本金の額

（平成21年９月末現在）
③事業の内容

株式会社紀陽銀行 80,096百万円銀行法に基づき銀行業を営みます。

(3) 投資顧問会社

①名      称：ビー・エヌ・ピー・パリバ アセットマネジメント エス・エイ・エス

②資本の額  ：平成21年12月末現在、62百万ユーロ

③事業の内容：フランス籍の会社であり、内外の有価証券等に係る投資顧問業務及びその業務に付帯
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する一切の業務を営んでいます。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成22年4月7日

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鶴田　　光夫

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げら

れているＢＮＰパリバ欧州バランス・ファンドの平成21年8月7日から平成22年2月6日までの中間計算期間の中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ＢＮＰパリバ欧州バランス・ファンドの平成22年2月6日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平

成21年8月7日から平成22年2月6日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公

認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

--------------------------------------------------------------------------------------------------

(※)１.上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２.中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

委託会社の監査報告書（当期）へ

EDINET提出書類

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社(E12431)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

37/41



独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成21年6月18日

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  鶴田　光夫　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げ

られているビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第

11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表

の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビー・エヌ・

ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

                                                                                                   

（※）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

委託会社の監査報告書（当期中間）へ

EDINET提出書類

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社(E12431)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成21年12月22日

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げ

られているビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第12期

事業年度の中間会計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社の平成21年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年12月18日開催の臨時株主総会において、資本金の額の減少を決

議している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

                                                                                                   

（※）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

EDINET提出書類

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社(E12431)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成21年4月8日

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鶴田　　光夫

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げら

れているＢＮＰパリバ欧州バランス・ファンドの平成20年8月7日から平成21年2月6日までの中間計算期間の中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ＢＮＰパリバ欧州バランス・ファンドの平成21年2月6日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平

成20年8月7日から平成21年2月6日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公

認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

---------------------------------------------------------------------------------------------------

(※)１. 上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が  別途保管し

ております。

　　２. 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

委託会社の監査報告書（前期）へ

EDINET提出書類

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社(E12431)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

40/41



独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成20年6月23日

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士　鶴田　光夫

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げ

られているビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第

10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表

の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビー・エヌ・

ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

                                                                                                   

（※）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

EDINET提出書類

ビー・エヌ・ピー・パリバ　アセットマネジメント株式会社(E12431)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）
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